
病 院 向 け

のご案内
病院の安定経営のために

団体割引
20％適用

〒514-0003　津市桜橋2丁目 191番 4
TEL 059-246-0010　FAX 059-246-0011
（受付時間：平日午前9時から午後5時まで）

〒514-0004　津市栄町3丁目 115
TEL 050-3788-6378　FAX 059-226-5165
（受付時間：平日午前9時から午後5時まで）

〈取扱代理店〉
有限会社ミック三重

〈引受保険会社〉
損害保険ジャパン株式会社　三重支店 法人支社

お問い合わせ先

保険期間　2025年8月15日から1年間
　　　　　
募集締切　2025年7月4日まで
※保険期間の中途でのご加入は随時受け付けています。

三重県医師会会員の皆さまへ 2025年募集



医師賠償責任保険(基本補償)の概要について
この保険は…

お支払いする保険金は…

　医師が日本国内において行った医療上の過失によって、
患者に身体障害（障害に起因する死亡を含みます。）が発
生した場合において、被保険者が負担する法律上の賠償
責任を補償します。

　保険期間中に医療施設の建物や設備の使用・管理上の
不備に起因する事故、給食等の取扱いに起因する事故に
よって、第三者の身体の障害や財物の損壊が発生したこ
と、または業務遂行中に行われた不当な拘束やプライバ
シーの侵害等の不当行為により被保険者が負担する法律
上の賠償責任を補償します。

①法律上の損害賠償金
　(治療費、休業損失、慰謝料など)

②争訟費用等（損保ジャパンの事前の承認を得て
　支出した訴訟費用や弁護士報酬など）
　※ただし、損害賠償金の金額が保険金額を超える場合の訴訟費用等は
　　保険金額の損害賠償金に対する割合によります。

①法律上の損害賠償金
　●身体賠償事故の場合…治療費､休業損失､慰謝料など
　●財物賠償事故の場合…修理費､再調達費など
　※ただし､修理費および再調達に要する費用についてはその被害に
　　あった財物の時価額を超えない範囲でお支払いします。

　●人格権侵害事故の場合…慰謝料など

②争訟費用等（損保ジャパンの事前の承認を得て
　支出した訴訟費用や弁護士報酬など）
　※ただし、損害賠償金の金額が保険金額を超える場合の訴訟費用等は
　　保険金額の損害賠償金に対する割合によります。

医
師
特
約
条
項

医
療
施
設
特
約
条
項

１.医師特約条項 ２.医療施設特約条項
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2本立て

●病院で出火し入院患者が死亡した！
●煮沸器の熱湯をこぼし患者がやけどした！
●待合室等の天井が落下し見舞人がケガをした！
●病院の給食で､入院患者が食中毒を起こした！
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

医療施設特約条項に関わる主な事故例

※この保険の加入資格者は三重県医師会の会員であること

被保険者（保険の補償を受けられる方）は…
この保険の被保険者は、医療施設（病院、介護老人保健施設、介護医療院）の開設者
です。
※ただし、開設者の業務の補助者たる医師（管理者、勤務医等）や看護師、薬剤師、診療放射線技師その他使用人が起こ

した医療事故によって開設者が負担する法律上の賠償責任については補償の対象となります。
※なお、医療施設特約条項については、記名被保険者（保険証券に被保険者として記載される方）である開設者の方の
ほか、記名被保険者の使用人その他記名被保険者の業務の補助者の方も被保険者となります。
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●保険期間……2025年 8月15日 午後4時 ～ 2026年 8月15日 午後4時

●保険契約者…公益社団法人三重県医師会

●加入対象者…三重県医師会会員の先生

●保険料収納…ご指定口座からのお振替え、または三重県医師会の口座へ
　　　　　　　振込送金

●加入手続き…同封の加入申込書にご記入・ご捺印のうえ、下記送付先まで
　　　　　　　ご郵送ください。
　　　　　　　　■送付先：〒514-0003 津市桜橋2-191-4　有限会社ミック三重
　　　　　　　
●一斉募集締切日…2025年 7月4日（金）厳守

団体医師賠償責任保険 制度について

病院の経営形態（個人・法人）および開設者の日医会員区分（日医Ａ会員・日医非会
員）により、ご加入いただく契約型が異なります。

加入パターンについて

個人経営個人経営 法人経営法人経営

Ｄ型Ｄ型

開設者が
日医会員でない
開設者が

日医会員でない
開設者が
日医Ａ会員
開設者が
日医Ａ会員

Ｄ型Ｄ型Ｂ型Ｂ型
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１病床あたり／１年間につき

保　険　金　額　（万円）

医 療 施 設 特 約

医師賠償責任保険

契
約
型

一般
病床

療養
病床

精神
病床

対人
１名
１事故

対物
１事故

結核
その他
病床

一般
病床

療養
病床

精神
病床

結核
その他
病床

保　険　料　（円）

１病床あたり／１年間につき

保　険　金　額　（万円）

一
般
病
床
数

契
約
型

1,000 1,680 1,536 587 165

3,000 1,848 1,704 867 221

1,000 2,144 1,536 587 165

3,000

1,000
10,000

2,312 1,704 867 221

Ｂ
型
Ｂ
型

Ｄ
型
Ｄ
型

法
人
立
病
院 (

開
設
者
が
日
医
の
非
会
員
の
個
人
立
病
院
も
含
み
ま
す)

開
設
者
が
日
医
Ａ
会
員
の
個
人
立
病
院

法
人
立
病
院 (

開
設
者
が
日
医
の
非
会
員
の
個
人
立
病
院
も
含
み
ま
す)

開
設
者
が
日
医
Ａ
会
員
の
個
人
立
病
院

開
設
者
が
日
医
Ａ
会
員
の
個
人
立
病
院

団体割引20％適用 保険期間1年 一括払

団体割引20％適用 保険期間1年 一括払

１-1
契約型と年間保険料

14,414 11,640 1,013 650

12,712 10,248 888 577

14,534 11,760 1,213 694

12,880 10,416 1,168 633

11,040 8,936 1,113 558

16,211 13,392 1,346 786

10,800 8,696 721 478

※介護老人保健施設の定員数は「結核その他病床」、介護医療院の定員数は「療養病床」のベッド数とみなします。

人格権侵害
（１名）

（１事故・期間中）

対人
１事故
１年間

100
300

100
300

100
300

100
300

医師特約

医 療 施 設 特 約医師特約

対人
１名
１事故

対物
１事故

人格権侵害
（１名）

（１事故・期間中）

対人
１事故
１年間

10,000
60,000

15,000
300,000

10,000
60,000

15,000
300,000

一
般
病
床
数

99床以下

100床以上
199床以下

99床以下

15,000
45,000

15,000
45,000

10,000
30,000

5,000
15,000

20,000
60,000

10,000
30,000

5,000
15,000

15,000
90,000

15,000
300,000

15,000
300,000

15,000
300,000

20,000
400,000

10,000
60,000

5,000
30,000

1,500

3,000

3,000

3,000

4,000

19,214 15,862 1,590 932
30,000
90,000

30,000
600,000

6,000

1,000

500

保　険　料　（円）

※介護老人保健施設の定員数は「結核その他病床」、介護医療院の定員数は「療養病床」のベッド数とみなします。

1,000
10,000

Ｄ150

Ｄ150B

Ｄ100B

Ｄ50B

Ｄ200

Ｄ100

Ｄ50

Ｄ300

Ｂ100

Ｂ100B

Ｂ100

Ｂ100B

基本補償



医師賠償責任保険（つづき）

100床以上
199床以下

Ｄ100B 15,000
300,000

Ｄ150 15,000
90,000

Ｄ200 20,000
400,000

Ｄ100 10,000
60,000

Ｄ200 20,000
400,000Ｄ

型
Ｄ
型

法
人
立
病
院 (

開
設
者
が
日
医
の
非
会
員
の
個
人
立
病
院
も
含
み
ま
す)

法
人
立
病
院 (

開
設
者
が
日
医
の
非
会
員
の
個
人
立
病
院
も
含
み
ま
す)

団体割引20％適用 保険期間1年 一括払

１-2
契約型と年間保険料

17,647 11,640 1,013 650

15,568 10,248 888 577

17,767 11,760 1,213 694

3,000 15,736 10,416 1,168 633

1,500 23,892 11,640 1,013 650

4,000 19,827 13,392 1,346 786

Ｄ300 30,000
600,000 6,000 23,516 15,862 1,590 932

1,000

4,000 26,809 13,392 1,346 786

Ｄ100

Ｄ100B

10,000
60,000
15,000
300,000

Ｄ150 15,000
90,000

Ｄ100 10,000
60,000

Ｄ150B 15,000
300,000

Ｄ200 20,000
400,000

Ｄ150B 15,000
300,000

1,000 21,072 10,248 888 577

27,786 13,392 1,346 786

3,000 21,240 10,416 1,168 633

1,500 24,778 11,640 1,013 650

1,000 21,856 10,248 888 577

Ｄ100B 15,000
300,000 3,000 22,024 10,416 1,168 633

3,000 24,012 11,760 1,213 694

4,000

3,000 24,898 11,760 1,213 694
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※介護老人保健施設の定員数は「結核その他病床」、介護医療院の定員数は「療養病床」のベッド数とみなします。

一般
病床

療養
病床

精神
病床

結核
その他
病床

保　険　料　（円）保　険　金　額　（万円）
一
般
病
床
数

契
約
型 対人

１名
１事故

対物
１事故

人格権侵害
（１名）

（１事故・期間中）

対人
１事故
１年間

200床以上
299床以下

300床以上
499床以下

１病床あたり／１年間につき医 療 施 設 特 約医師特約

10,000
30,000

15,000
45,000

20,000
60,000

10,000
30,000

20,000
60,000

Ｄ300 30,000
600,000 6,000 31,807 15,862 1,590 93230,000

90,000

30,000
90,000

10,000
30,000
10,000
30,000

15,000
45,000

10,000
30,000

15,000
45,000

20,000
60,000

Ｄ300 30,000
600,000 32,970 15,862 1,590 9326,00030,000

90,000

15,000
45,000

10,000
30,000

Ｄ150 15,000
90,000 1,50015,000

45,000

Ｄ150B 15,000
300,000 3,00015,000

45,000

1,000
10,000

基本補償
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患者から預かった身の回り品などを保管している間に、不注意による財物
の損壊などによって返還できなくなり、法律上の賠償責任を負担すること
によって被る損害を補償します。

死亡・後遺障害見舞費用保険金（1名につき） 50万円

入院見舞費用
保険金

（１名につき）

入院期間（※）が31日以上 10万円

入院期間（※）が15日以上30日以内のとき 5万円

入院期間（※）が8日以上14日以内のとき　 3万円

入院期間（※）が7日以内のとき　 2万円

通院見舞費用
保険金

（１名につき）

通院日数（※）が31日以上 5万円

通院日数（※）が15日以上30日以内のとき 3万円

通院日数（※）が8日以上14日以内のとき　 2万円

通院日数（※）が7日以内のとき　 1万円

医療施設において、医療施設利用者（入院患者を除きます。）
が急激かつ偶然な外来の事故により身体傷害を被った場合の
見舞金を賠償責任の有無に関係なく、下表のとおりお支払い
します。

年間保険料 １病床 454円

99床以下
保険金額
自己負担額

100万円 100万円 200万円 200万円
5,000円 5,000円 5,000円 5,000円

100～199床以下 200～299床以下 300～499床以下

年間保険料 100～199床

99床以下

200～299床

300～499床

13,120円
9,200円

36,160円
37,600円

（※）事故の日からその日を含めて180日以内の入院日数となります。
　　同一の事故による入院が複数回ある場合は日数を合算します。

（※）事故の日からその日を含めて180日以内の通院日数で90日が限度と
　　なります。

傷害見舞費用担保追加条項2

医療機関受託者賠償責任保険3

保険期間1年
一括払

団体割引20％適用

保険期間1年
一括払

団体割引20％適用
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※介護老人保健施設および介護医
　療院の定員数は病床数とみなし
　ます。

※介護老人保健施設および介護医療院の定員数は病床数とみなします。

オプション その１

オプション その2
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万が一の 『医療従事者の個人責任』 に対する備えとなり
貴病院に勤務される医療従事者の方が安心して業務に専念いただけます。

医療従事者特約条項・包括契約に関する追加条項(損害賠償請求べース用)(医療従事者特約条項用)

医療従事者（診療放射線技師（診療エックス線技師）・理学療法士・臨床工学技士・衛生検査技
師・作業療法士・言語聴覚士・臨床検査技師・視能訓練士・義肢装具士・管理栄養士・歯科衛生士・
歯科技工士・精神保健福祉士・薬剤師・介護福祉士・社会福祉士・救急救命士）の方の各法律に規
定する業務に起因して、他人の身体に障害が発生し、保険期間中に患者またはその遺族より損
害賠償請求を提起された場合、被保険者が法律上の賠償責任を負担することによって被る損
害を保険金額（お支払いする保険金の限度額）の範囲内で補償します。

万が一の 『勤務医師の個人責任』 に対する備えとなり
貴病院に勤務される勤務医師の方が安心して業務に専念いただけます。

医師特約条項・包括契約に関する追加条項(損害賠償請求べース用)（勤務医師包括担保追加条項用）

ご加入医療施設の業務における勤務医師の方個人の賠償責任を、無記名で包括的にカバーする追加条項です。この追加条項
を医療施設がご加入の医師特約と合わせてご加入になることにより、医療施設の開設者の使用人、その他開設者の業務の補助
者である医師の方個人を被保険者とすることができます。

契
約
型

3,190円 3,190円 786円 1,103円
3,902円 3,902円 962円 1,349円

1,761円 1,761円 434円 609円

4,687円 4,687円 1,155円 1,620円

一般病床 療養病床 精神病床 結核その他病床
１ベッドにつき

医　　療　　上　　の　　事　　故
保　険　料

30型 3,000万円 9,000万円
50型 5,000万円 1億5,000万円

10型 1,000万円 3,000万円

100型 1億円 3億円

１事故 期間中
対人

保　険　金　額

保険金額と保険料

保険金額
5,000万円

1億5,000万円
（自己負担額　なし）

（自己負担額　なし）

1事故 

1期間中 

保険期間1年 一括払団体割引20％適用

保険期間1年 一括払団体割引20％適用

年間保険料（１ベッドにつき）

３４円

結核
その他病床

22円
精神病床

210円

一般・療養
病床

医療従事者賠償責任保険（包括契約）4

勤務医師包括担保追加条項（包括契約）5
※刑事弁護士費用担保条項の保険金額は、１事故・保険期間中500万円となります。
　ただし、被保険者が複数の場合は、被保険者ごとに適用するものとします。
※介護老人保健施設の定員数は「結核その他病床」、介護医療院の定員数は「療養病床」のベッド数とみなします。

※介護老人保健施設の定員数は「結核その他病床」、介護医療院の定員数は「療養病床」のベッド数とみなします。

オプション その3

オプション その4



病院向け
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サイバーセキュリティ事故や情報漏えいに起因して発生する損害を包括的に補償します。
（万一の場合、被害者への損害賠償だけでなく、事故発生に伴い医療機関が支出した費用も補償）

医療機関用 団体サイバー保険6 オプション その5

医療機関が業務を遂行する過程で生じた下段に記載の対象事由①～④の発生に起因する次の損害を包括して補償します。

保険の概要

事故対応に要する諸費用事故発生時の各種対応費用
事故の調査から解決・再発防止までの諸費用の補償

賠償責任
他人に損害を与えた場合の賠償責任・争訟費用の補償

他人の損害

①～③以外のその他の業務

※緊急時の対応サポートを付帯サービスでご提供します。

④ 上記①～③以外の被保険者の業務の一環としてのシステムの所有・使用・管理などに起因する偶然な事由

サイバー攻撃③ 被保険者のコンピュータシステムに対する不正なアクセスや処理、操作、犯罪行為など

デジタルコンテンツ不当事由② デジタルコンテンツの使用の結果生じた名誉棄損や、プライバシー侵害、著作権または商標権侵害など

情報漏えい・おそれ① 被保険者の業務における情報漏えいおよびそのおそれ

対象事由 概　要

概　要

1

三重県医師会会員（三重県医師会会員が開設者または管理者である医療機関）でかつ三重県医師会の「団体医師賠償責任
保険」にご加入されていること。（「団体医師賠償責任保険」に未加入の方は「医療機関用サイバー保険（一般）」をご利用ください。）

加入対象者2

次の損害に対して保険金をお支払いいたします。

補償内容3

団体サイバー保険の加入タイプと保険料4

ご契約にあたってのご注意5

ア．賠償責任を負担することに
　　よって生じる損害

提起された損害賠償請求について、医療機関（被保険者）が負担する損害賠償金、争訟費用など

イ．事故時の対応、事故後の
　　対策などのために必要な費用
　●事故対応特別費用
　●サイバー攻撃対応費用
　●情報漏えい対応費用
　●法令など対応費用

①保険金の支払対象となる損害が発生するおそれがある場合に、その事故に対応するため、医療機関（被保険
者）が支出した情報漏えい対応費用、再発防止実施費用、損害拡大防止費用、謝罪文作成・送付費用、使用
人などの出張手当・超過勤務手当てなどの人件費、臨時雇入れ費用、社告費用、コールセンター費用、弁護
士相談費用、求償費用、被保険者システム修復費用、データ復旧費用、法人謝罪対応費用など
②サイバー攻撃のおそれが発見されたことにより、サイバー攻撃の有無を判断するために支出した外部調査機
関への調査依頼費用やネットワークの遮断対応を外部委託した場合に支出する費用など（注１）
③情報の漏えいまたはそのおそれが生じたことにより、その対応のために医療機関（被保険者）が支出した認
証取得費用・個人見舞費用・事故対応関連費用などの各種費用
④事故を医療機関（被保険者）が保険期間中に発見したことにより、医療機関（被保険者）が規制手続きを
行った場合または法令などに抵触するおそれのあることを医療機関（被保険者）が認識した場合において、
それに対応するために医療機関（被保険者）が支出した法令など対応費用

対象とする損害

（注１）サイバー攻撃のおそれが、次の①または②のいずれかによって保険期間中に発見され医療機関（被保険者）が認識した場合にかぎります。
　　　　①公的機関からの通報（サイバー攻撃に関する被害の届出および情報の受付などを行なっている独立行政法人または一般社団法人を含みます。)
　　　　②被保険者システムのセキュリティ運用管理を委託している会社などからの通報または報告（注２）
（注２）医療機関（被保険者）が導入しているセキュリティ監視のソフトウェア、サービスなどからの通知を含み、当該サイバー攻撃のおそれを医療機関（被

保険者）が認識した時以降に調査などを委託した会社からの報告を除きます。

次の場合は「医療機関用サイバー保険（一般）」をご利用ください。
①情報漏えいリスクのみ（サイバー攻撃などは入れない）をご希望の場合　②万一の場合の「喪失利益」や「営業継続費用」の補償もご希望の場合

※保険料は概算です。事前にご提出いただく「質問書兼告知書」により変動します。

タイプ

A
B

負担額
自己

なし

なし
1,000万円
2,000万円

500万円
1,000万円

保険金額
賠償

保険金額
費用

サポート
緊急時

あり

あり

C なし3,000万円 2,000万円 あり

D なし5,000万円 3,000万円 あり

147,910円
244,320円
323,830円
407,060円

保険金額・保険料表 57,150円
94,410円
125,130円
157,290円

112,010円
185,020円
245,230円
308,260円

Ｅ なし10,000万円 5,000万円 あり 522,000円201,710円 395,300円

20床 50床 100床
年間保険料（概算）

※病院や介護老人保健施
　設は見積書を作成し個
　別にご案内いたします。

●このページは概要を説明したものです。詳細は専用の案内パンフレットをご覧ください。



医療従事者賠償責任保険（包括契約）の概要

①診療放射線技師法（昭和26年法律第226号）
②臨床検査技師等に関する法律（昭和33年法律第76号）
③視能訓練士法（昭和46年法律第64号）
④理学療法士及び作業療法士法（昭和40年法律第137号）
⑤言語聴覚士法（平成9年法律第132号）
⑥臨床工学技士法（昭和62年法律第60号）
⑦義肢装具士法（昭和62年法律第61号）

⑧栄養士法（昭和22年法律第245号）
⑨歯科衛生士法（昭和23年法律第204号）
⑩歯科技工士法（昭和30年法律第168号）
⑪精神保健福祉士法（平成9年法律第131号）
⑫社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号）
⑬薬剤師法（昭和35年法律第146号）
⑭救急救命士法（平成3年法律第36号）

＜第１章　医療業務担保条項＞
医療従事者（診療放射線技師（診療エックス線技師）・理学療法士・臨床工学技士・衛生検査技師・作業療法士・言語聴覚士・臨床検査技師・視
能訓練士・義肢装具士・管理栄養士・歯科衛生士・歯科技工士・精神保健福祉士・薬剤師・介護福祉士・社会福祉士・救急救命士）の方の下記法
律に規定する業務に起因して、他人の身体に障害が発生し、保険期間中に患者またはその遺族より損害賠償請求を提起された場合、被保険者が法
律上の賠償責任を負担することによって被る損害を保険金額（お支払いする保険金の限度額）の範囲内で補償します。

＜第２章　刑事弁護士費用担保条項＞（2024年２月１日以降保険始期契約より）
被保険者の医療業務の対象者が死傷した場合において、被保険者が業務上過失致死傷罪の疑いで送検されたときにかぎり、被保険者がその刑事事
件に係る弁護士費用または訴訟費用を負担することによって被る損害に対して、保険金をお支払いします。
　※次の費用はお支払いの対象外になります。
　　①公務執行妨害等の犯罪に該当する弁護活動に係る弁護士費用
　　②弁護士法に基づく弁護活動を逸脱する行為に係る弁護士費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

医療施設（病院、介護老人保健施設、介護医療院）の開設者

※１．保険金のお支払い対象となる事故が発生した場合、その医療従事者は法律上の賠償責任において共同不法行為者として損害額の一部ま
たは全部の責任を負う場合がありますが、本保険ではその医療従事者個人の帰責割合（本来負担すべき責任の割合をいいます。）に応じ
た金額のみをお支払いすることとなります。

※２．保険期間中に損害賠償請求を提起された場合のみ保険の対象となります。
※３．ご加入された医療施設の業務を遂行することによって起こった事故のみ保険の対象となります。

保険の概要

加入者証記載の医療施設に勤務するすべての医療従事者の方（過去に勤務していた人を含みます。）
※包括契約方式のため上記の方が一括して被保険者となります。
この契約方式の場合「医療従事者の方全員」が補償対象者となるため以下のようなメリットがあります。
①加入医療従事者の方の署名・捺印等が不要です。
②付保もれ・更改もれの心配が不要です。
③過去に退職された医療従事者の方も対象となります。

＜第１章　医療業務担保条項＞
①法律上の損害賠償金（示談・和解による場合でも対象となります。）
　・被害者の治療費・入院費・慰謝料・休業補償 など
②争訟費用等
　・弁護士費用・訴訟費用・和解や調停に要する費用 など（損保ジャパンの事前の承認が必要です。）
＜第２章　刑事弁護士費用担保条項＞
刑事事件に係る弁護士費用または訴訟費用

被保険者

①ご勤務される医療従事者の方を一括しての契約となるため、一部の医療従事者の方のみを対象とする契約はできません。
②保険金額等「保険条件」はすべての医療従事者の方とも同一条件となります。
③事故発生時にはその医療従事者が貴病院に勤務していたことを証明できる名簿等が必要となります。

ご契約にあたってのご注意

＜第１章　医療業務担保条項＞
○次の事由に起因する損害
①保険契約者・被保険者の故意
②前記法律に違反して行った業務
③戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変または暴動
④地震、噴火、洪水、津波またはこれらに類似の自然変象
⑤特別な約定により加重された責任
⑥海外での医療行為
⑦初年度契約締結前に知っていた（不注意により知らなかった場合を含みます。）身体障害により保険期間開始後に損害賠償請求の提起を受け
た場合。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など
　※初年度契約とは、2004年８月15日以降最初にご契約される医療従事者賠償責任保険契約をいいます。

＜第２章　刑事弁護士費用担保条項＞
○次の事由に起因する損害
①戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変または暴動
②地震、噴火、洪水、津波またはこれらに類似の自然変象
○次に掲げる刑事事件に起因する損害
①保険契約者または被保険者の故意によって生じた刑事事件
②被保険者の有罪の確定がなされた刑事事件
③被保険者と世帯を同じくする親族の死傷に関する刑事事件
④被保険者の業務に従事中の被保険者の使用人の死傷に関する刑事事件
⑤美容を唯一の目的とする医療に起因する刑事事件
⑥所定の免許を有しない者が行った医療業務に起因する刑事事件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

保険金をお支払いできない主な場合

ご加入いただける方

お支払いする保険金
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●刑事弁護士費用担保追加条項（医師特約条項用・勤務医師包括担保追加条項用）

◆刑事弁護士費用担保追加条項の概要

「刑事事件」に関する弁護士費用・訴訟費用について、補償する追加条項です。被保険者（補償の対象となる方）である個人
の医師が、日本国内で行った医療行為またはそれに付随する行為に起因して、業務上過失致死傷罪の疑いで保険期間中に
送検された場合に、被保険者が弁護士費用または訴訟費用を負担することによって被る損害に対して、保険金をお支払い
します（起訴後の費用を含みます）。

想定されるご負担（損害） 該当保険商品

損害賠償金、弁護士費用・訴訟費用等 医師賠償責任保険（医師特約・医療施設特約）

弁護士費用・訴訟費用

民事

保険金額

刑事 刑事弁護士費用担保追加条項

保険金をお支払いする場合

保険期間と保険金を
お支払いする場合の関係

保険期間（１年）を通じて５００万円となります。
※ただし、被保険者が複数の場合は、被保険者ごとに適用するものとします。

被保険者の医療行為の対象者が日本国内で行われた医療行為により死傷した
場合において、被保険者が業務上過失致死傷罪の疑いで送検されたとき、
被保険者がその刑事事件に係る弁護士費用または訴訟費用を負担することに
よって被る損害に対して保険金をお支払いします。

※次の費用はお支払いの対象外になります。
①公務執行妨害等の犯罪に該当する弁護活動に係る弁護士費用
②弁護士法に基づく弁護活動を逸脱する行為に係る弁護士費用 など

この追加条項では、保険期間中に送検された場合に、業務上過失致死傷罪の
疑いとなる行為を行った時から刑の確定の時（注）までに発生した弁護士費用
または訴訟費用に対して保険金が支払われます。
（注）刑の確定の時とは、次のいずれかの時をいいます。
①刑事事件について、検察官が不起訴と判断した時（注１）
②裁判所が略式命令を発した時（注２）
③第一審、控訴審もしくは上告審の判決により、有罪または無罪が確定した時
　（注３）
（注１）ただし、検察審査会で起訴相当または不起訴不当の議決がなされた場合を除きます。
（注２）ただし、その略式命令の告知後に公判請求がなされた場合を除きます。
（注３）ただし、第一審または控訴審の判決の後に控訴または上告された場合におけるその
　　　　第一審およびその控訴審の判決を除きます。
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◆刑事弁護士費用担保追加条項の概要の続き

保険金をお支払い
できない主な場合

医師賠償責任保険（医師特約条項）にご加入いただくことにより、自動的に、こ
の追加条項がセットされます。
※一人医師医療法人の開設者は個人とみなします。

１．次の事由に起因する損害
　①戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これ
らに類似の事変または暴動

　②地震、噴火、洪水、津波またはこれらに類似の自然変象
２．次に掲げる刑事事件に起因する損害
　①保険契約者または被保険者の故意によって生じた刑事事件
　②被保険者の有罪の確定がなされた刑事事件
　③被保険者と世帯を同じくする親族の死傷に関する刑事事件
　④被保険者の業務に従事中の被保険者の使用人の死傷に関する刑事事件
　⑤美容を唯一の目的とする医療に起因する刑事事件
　⑥所定の免許を有しない者が行った医療に起因する刑事事件
　　ただし、所定の許可を有する臨床修練外国医師または臨床修練外国歯
科医師が行った医療に起因する刑事事件は除きます。 など

個人契約としてご加入の場合 （被保険者＝個人）

勤務医師包括担保追加条項（医師特約条項用）にご加入いただくことにより、
自動的に、この追加条項がセットされます。
※勤務医師包括担保追加条項（医師特約条項用）をセットされる場合は、勤務医師の方にもこのパ
ンフレットに記載された内容をお伝えください。
※勤務医師包括担保追加条項（医師特約条項用）に未加入で、新たにセットをご希望される場合
は、取扱代理店または損保ジャパンまでお問い合わせください。

病院契約としてご加入の場合 （被保険者＝法人）

ご加入方法

割増保険料なしで
自動セットされます

用語のご説明

業務上過失致死傷罪 刑法第２１１条第１項に定める業務上過失致死罪および業務上過失致傷罪をいいます。

送検 刑事訴訟法第２０３条第１項または同第２４６条に定める検察官に対する事件送検をいいます。

刑事事件 被保険者の医療の対象者が死傷した場合において、被保険者が業務上過失致死傷罪の疑いで送検される事件を
いいます。

訴訟費用 刑事訴訟費用等に関する法律第２条に定める旅費、日当、宿泊料、鑑定料、報酬その他の給付をいい、
刑事訴訟法第５００条の２の規定に従って、被保険者が予納した訴訟費用を含みます。

弁護士費用 被保険者が損保ジャパンの同意を得て支出した弁護士の着手金、報酬、法律相談料、日当、実費等をいいます。
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